
 

 

 

 

 

 

 

 
 

岩木川・鶴見川・庄内川に関する補足説明資料 
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資料１ 



岩木川中流部の土地利用
（青森県土地利用基本計画図を基に作成）

岩木川

平川

浅瀬石川

幡龍橋

岩木川・平川合流部

　中流部の自然堤防の区間の広い高水敷にあたる区域については、土地利用基本計画により
　農業振興地域（農用地区域）として指定されており、今後とも農用地として利用される計画。

自然堤防



鶴見川と他水系の人口・資産の比較について 鶴見川水系

河川の治水安全度は、想定される被害、地域の社会的経済的特性、過去の災害の履歴などを
考慮して設定。　

河川整備基本方針策定済み河川の想定氾濫区域内人口・資産比較
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鶴見川流域における調整池の保全について 鶴見川水系

現況の公共管理
約１４０万m3

（約４５０基）

新計画（河川整備基本方針）現　　　　況

現況の公共管理
約１４０万m3
（約４５０基）

（※長期的な計画外力にも改
良等を視野に入れ最下流まで

効果を期待）

１００m3以上
約１２０万m3

（約１，０００基）

１００m3未満　約１０万m3
（約１，８００基）

既存施設　約１０５万m3
（約７５０基）

公共による管理等含む
恒久的な保全等

（※長期的な計画外力にも改
良等を視野に入れ最下流まで

効果を期待）

約１５万m3（約２５０基）
(対策量規模４８０m3/ha未満)

新規民間
(市街地率約８５％→９０％)

約２５万m3
（対策量規模４８０m3/ha）

１００m3未満　約１０万m3
（約１，８００基）

新
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４
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に
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保
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新
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条
に
よ
り

恒
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に
対
策

新
法
２
３
条
保
全
指
定
対
象

整備方針
約２８５万m3

新法２３条；一定規模以上の防災調整池を保全調整池として
　　　 　　　都道府県知事等が指定

新法２５条；埋立等の行為は都道府県知事等に対する届出を
義務付け
都道府県知事等は必要な措置を助言・勧告

新法２７条；地方公共団体は、保全調整池の所有者と管理
協定を締結し保全調整池を管理可能

新法２９条；管理協定は保全調整池の譲受人に対しても有効

新法９条；宅地等以外の土地で行う一定規模以上の雨水浸透
　 　　　　阻害行為は都道府県知事等の許可が必要

既存
約２７０万m3

計画的に保全

既設調整池の確実
な保全・維持管理

恒久対策の義務化

新
法
２
６
条
　
　
防
災
調
節
池
の
機
能
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持
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力
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務

現況の民間管理
約１３０万m3
(約２，８００基)

新法２３条の対象は、
貯水量１００m3以上の施設

暫定施設であり下流整備とともに廃止可能

特定都市河川浸水被害対策法制定以前にも、調整池の保全に向けて、各自治体において民間調整池の公共
移管、管理協定の締結が取り組まれてきたところ。

新法４条；特定都市河川の河川管理者、特定都市下水道の
　　　　　 下水道管理者、関係都道府県知事及び市町村長

が共同して流域水害対策計画を策定

特定都市河川浸水被害対策法により、調整池の保全及び維持管理について、より効果的な措置が可能。
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●民間から公共へ移管（無償移管）されたものは９０万m3（１５０基）と全体の３割程度。

●民間設置の調整池約１３０万m3のうち５割の６５万m3において管理協定（民間に一定水準の
　
　管理を求める協定）を締結。

　ただし、ほとんどの場合で、調整池の所有権を第３者に移転すると管理協定が承継されない。

　（町田市では、条例により、一回の移転に限り承継）

民間→
　公共

公共

民間

公共設置
約50万m3
約300基

民間→公共
約90万m3
約150基

民間設置
約130万m3
約2800基

管理協定締結済み
約65万m3
約1500基

調整池管理状況

現　　　　況



庄内川水系高水計画（案）について

基本方針流量配分図案

計画の対象とする区間

・枇杷島基準１／２００
　　濃尾平野上流端（東谷橋）より下流

・多治見基準１／１００
　　渓谷部から上流の多治見市、土岐市等

工事実施基本計画
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　以下の理由から既定計画と同様に上流多治見地点１／１００、
下流枇杷島地点１／２００とする。

・流域面積の規模からは、水系の治水計画の基準地点を１地点
としても２地点としても特に問題ない。

・渓谷部により、その上流と下流では氾濫形態が異なる。

・下流の氾濫域には中部圏の中枢機能を抱える大都市地域が
広がっていること。

・下流基準地点枇杷島基準の計画規模１／２００と上流多治見
地点の計画規模１／１００の高水流量に大きな差異がないこと。
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河川整備基本方針案
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多治見地点
上流域面積
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庄内川水系


